
 

 

２０２３年度事業計画及び収支予算等の承認の件 

 
 

日本電信電話ユーザ協会は、公益財団法人として２大事業である「テレコミュニケーショ

ン教育事業」及び「ＩＣＴ活用推進事業」の普及拡大に向け、各種施策や会員サービスの充

実等に取り組んでいるところです。 

２０２２年度におけるテレコミュニケ―ション教育事業としては、収容人員を制限する等

の新型コロナウイルス感染対策を講じ、３年ぶりに電話応対コンクール全国大会を山口市で

集合開催しました。地区大会では集合、リモート方式の併用を基本とした効率的な開催を行

いました。ＩＣＴ活用推進事業としては、全国で視聴が可能なＩＣＴセミナーをオンライン

にて開催する等、協会として自らが新たなサービスやデジタル技術を利用した業務の見直し

等を行うとともに、参加される方々の要望に沿った施策を展開してきた一年でありました。 

２０２３年度事業運営においても、新型コロナウイルス感染症が沈静化しつつある中、会

員の方やイベント参加者等の安心、安全を考慮しつつ、公益財団法人として普く広く協会事

業のプレゼンス向上に向け、これまで以上に全国各地の商工会議所との連携強化を図り、協

会会員のみならず商工会議所会員の方々等にも、事業運営の発展に資するような情報発信、

活動の充実を図って参ります。 

テレコミュニケーション教育事業においては、電話応対コンクール、企業電話応対コンテ

スト、電話応対技能検定等を通じて、参加企業における電話応対品質の向上や参加者のスキ

ルアップ等にお役立ていただけるよう更なる改善を行い、また、ＩＣＴ活用推進事業につい

ては、中小企業のＤＸ導入支援や最新セキュリティ対策、近年話題となっている AI 等の活用

事例などの紹介を、全国で視聴が可能なオンラインでのセミナー等にて積極的に情報発信し

て参ります。 

また、会員特典としている「e ラーニングサービス」については根強い人気がある「新入 

社員及び若手社員向け」の自学自習コンテンツ等を充実させる等、更に皆さまにも普く広く 

提供して参ります。 

当協会では、新型コロナウイルス等の影響により減少した「テレコミュニケーション教育

事業」への参加者の拡大を目指すとともに、全国の商工会議所等との連携を更に強固なもの

とし中小企業の皆様等へＤＸ導入や ICT 活用の一助となるよう、協会ホームページや情報

誌、メルマガ等を活用して各種情報を広く周知、発信していくことにより、テレコミュニケ

ーション教育事業やＩＣＴ活用推進事業の推進を通じて、地域課題の解決や地域活性化に寄

与した事業展開を目指して参ります。 

 

Ⅰ 基本方針  

  

テレコミュニケーション教育事業については、より多くの方にご活用いただけるように 

広く事業紹介及び参加勧奨を行うとともに、事業内容の更なる充実に取り組みます。 

また、ＩＣＴ活用推進事業については、業務改革やコスト削減等の様々な課題解決に向

けたＤＸ導入や、不安定な世界情勢等を背景に対策が急務となっている情報セキュリティ



等の最新技術のＩＣＴ活用事例等のご紹介により、皆さまの課題解決にお役立ていただけ

る情報発信を積極的に行って参ります。 

 

 

Ⅱ 具体的な取り組み  

 

１．テレコミュニケーション教育事業 

（１）電話応対コンクールについては、本年 1 月のＮＨＫでの番組放映を契機として、未参

加企業、未参加事業所へ積極的な参加勧奨を行う等、参加拡大に取り組みます。各地区

等の大会については、より多くの方に参加いただけるようにＩＣＴを活用したリモート

方式での開催を推進します。  

◆目標延参加人数：１０，４００名 

（参考）過去３年間の参加者数の推移 

開催年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 

参 加 者 数(名) ７，６９０ ７，９４９ ６，６２０ 

 

（２）企業電話応対コンテストについては、様々な機会をとらえて事業内容の紹介を行い参

加拡大に取り組みます。また、参加いただいた企業の業務の振り返りにお役立ていただ

けるよう報告書の更なる充実を図ります。 

◆目標参加事業所数：４２５事業所 

（参考）過去３回の参加事業所数・参加企業数の推移 

開催年度 ２０１９年度 ２０２１年度 ２０２２年度 

参加事業所数（所） ４２５ ３０９ ３３６ 

参加企業数（社） １３８ ８８ ９９ 

（注）２０２０年度は未開催 

（３）電話応対技能検定については、新たな企業や学校等に対して検定の仕組みを育成手段

として活用いただくことについて提案するとともに、合格者に対し上位級へのチャレン

ジを促すなど、受検者数の拡大に取り組みます。また、指導者級資格保持者の品質向上の

ための取り組みを充実し、指導力、審査力の向上を図ります。 

◆目標受検者数：１０，０００名 

（参考）過去３年間の受検者数の推移 

実施年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 

指導者級 ３４ ４１ ３６ 

１  級 ２７１ ２２７ ２７０ 

２  級 ７０８ ６８４ ８３３ 

３  級 １，９１９ ２，４０２ ２，２５５ 

４  級 ５，３５８ ４，８１２ ５，２６７ 

合  計（名） ８，２９０ ８，１６６ ８，６６１ 

                           （注）２０２２年度は見込み値 



（４）電話応対・ビジネスマナー等研修については、リモート方式等ＩＣＴを活用し受講

者が参加しやすい方法で開催するとともに、参加者のビジネススキルの向上等にお役

立ていただけるよう内容の充実に取り組みます。 

 

２．ＩＣＴ活用推進事業 

（１）ＩＣＴ活用推進事業については、２０２１年度より実施している全国から視聴可能な

オンラインでのセミナーを、更に多くの皆様に視聴して頂くため年間での計画を策定し、

また各種媒体での周知を強化する等、ＩＣＴを活用した取り組みを積極的に実施してき

ました。 

（２）２０２３年度においても、引き続き、課題解決に向けたＤＸの導入や、不安定な世界

情勢を背景に更に意識が高まっている最新の情報セキュリティ対策、コールセンタや企

業の問い合わせ手段として活用されつつある Chat ボット機能に使用されている最新技術

「chatGPT」※、近年はＣＳＲとして各企業に求められている「SDGs」達成に向けた具体

的な行動内容など、ＩＣＴ活用推進セミナーの主要テーマとしてご提供していきます。 

※ ChatGPT（チャットジーピーティー） 

  ・ChatGPT とは、Generative Pre-trained Transformer の略で、OpenAI が 2022

年 11 月に公開した人工知能を使ったチャットボットであり、人間の質問に対し

て、人間のように会話し、幅広い質問に答えることができる。 

 

（参考）過去３年間のＩＣＴセミナーの開催回数、参加者数、参加事業所数の推移 

開催年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 

開 催 回 数（回） ２８９ ３９２ ５８０ 

参 加 者 数（名） １４，４０９ １３，６３８ １５，８００ 

参加事業所数（所） １１，２３９ １０，８３８ １１，２００ 

（注）２０２２年度は見込み値 

 

３．会員サービスの充実及び新規会員獲得活動の強化等 

今後とも会員企業のご意見を積極的にお聞きし、会員の方々の満足度の向上を目指すと

ともに、ＩＣＴセミナー等に参加いただいた会員以外の方へも、当協会事業に対する認知

度向上に向け、更なる情報提供やイベントへの参加勧奨等を積極的に行い、新規会員獲得

活動を強化して参ります。 

  また、当協会自身がＩＣＴ活用のモデルとなるべく、積極的にＤＸ等の導入を図り、更

なる業務の効率化を行って参ります。 

 

 

Ⅲ ２０２３年度収支予算等 

 

２０２３年度正味財産増減予算書は、次表のとおりです。 

なお、資金調達の見込みについては、借入の予定はありません。 

また、設備投資の見込みについては、重要な設備投資の予定はありません。 

  


